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 監 査 公 表       

 

静岡市監査公表第３号 

地方自治法第199条第12項の規定により、静岡市長から措置を講じた旨の通知があったの

で、これを公表する。 

平成24年５月31日 

静岡市監査委員  海 野   洋 

同     杉 原 賢 一 

同     牧 田 博 之 

同     水 野 敏 夫 

 

記 

 

１ 平成23年度第１回定期監査 

 

 ⑴ 備品購入契約の分割について[経営管理局 危機管理部 防災対策課] 

  【指摘事項】 

   物品の買入れの契約については、市事務専決規則第５条第１項の規定により、予定価

格１件30万円以下のものは課長専決、30万円を超えるものは契約課長専決と定められて

いる。しかし、水防団用ラッパの購入については、30万円を超えるものであるため、契

約課に契約手続きを依頼すべきところ、防災対策課において次のような契約手続きを行

っていた。 

業者２者に対して口頭で見積金額を確認後、見積金額が低いＡ社に一括発注し、Ａ社

から一括納品されたにもかかわらず、防災対策課で契約が行えるようＡ社には日付を変

えて３回に分けた形で見積書及び納品書を、同様にＢ社には３回に分けた形で見積書を
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作成するよう依頼し、30万円以下の物品の買入れとして支出していた。契約課に契約手

続きを依頼することで競争原理がより働き、経費を抑制できる可能性があることや、業

者に対する公平性などの観点から、市事務専決規則に沿った手続きが必要である。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

   東日本大震災等の災害対応に忙殺される中、当該事務の執行に遅延を生じていたた

め、契約課を通すことなく安易に分割発注により購入しました。 

    このため、ｅ－ラーニング等を利用して職場研修等を実施し、適正な会計事務につ

いての周知徹底を図りました。 

     また、物品の計画的購入に関する注意が不足していたことも原因にあげられるため、

計画的に事務を行うよう毎月各グループ担当長が予算執行計画を厳正に管理すること

としました。 

 

 ⑵ 単独随意契約理由の合理性について[生活文化局 市民生活部 区政課] 

  【指摘事項】 

市が契約する委託業務について随意契約による場合は、市契約規則第29条第１項の規

定により、原則として２者以上から見積書を徴取することとなっており、また、金額ご

との見積参加業者数については、市独自の基準を定めている。 

そのため、10万円を超えない契約や特別な理由が無い限り、単独随意契約により業務

を実施することはできないこととなっている。 

静岡斎場合併処理施設維持管理業務については、その積算金額からすると３者程度か

ら見積書を徴取する必要があるにもかかわらず、当該業務の対応可能業者が他にはない

ことを理由に単独随意契約により業務を実施していたが、施設の規模や技術資格の内容

から、他にも対応可能な業者は存在し、単独随意契約としての理由は認められなかった。 

競争を行うことで経費を抑制できる可能性があることや、業者に対する公平性などの

観点から、市契約規則に沿った手続きが必要である。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

当該業務は、合併処理施設の清掃及び保守点検を委託するものであり、その実施には、

浄化槽法第35条第１項に規定する浄化槽清掃業の許可及び静岡市浄化槽保守点検業者の

登録に関する条例第２条第１項に規定する浄化槽保守点検業の登録を受けている必要が

あるため、その双方を充たす業者のうちから３者を選定のうえ見積書を徴取し、平成24

年度の受託者を決定することとしました。 

 

 ⑶ 単独随意契約理由の合理性について[生活文化局 文化スポーツ部 文化振興課] 

  【指摘事項】 
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市が契約する委託業務について随意契約による場合は、市契約規則第29条第１項の規

定により、原則として２者以上から見積書を徴取することとなっており、また、金額ご

との見積参加者数については市独自の基準を定めている。 

そのため、10万円を超えない契約や特別な理由が無い限り、単独随意契約により業務

を実施することはできないこととなっている。 

Ｄ51型蒸気機関車清掃業務については、その積算金額からすると２者程度から見積書

を徴取する必要があるにもかかわらず、業務の専門性を理由に単独随意契約により業務

を実施していたが、その業務仕様書の内容は、特段、一般の清掃業務と変わりはなく、

専門性を有する業務とは認められなかった。 

競争を行うことで経費を抑制できる可能性があることや、業者に対する公平性などの

観点から、市契約規則に沿った手続が必要である。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

業務名が清掃委託であり、仕様書には、拭き掃除、油塗り等としか記載していません

でした。実際は、仕様書の内容は勿論のこと、老朽化した車体を整備するとともに構造

を熟知した高い専門技術で修繕を行い、文化価値の維持管理が業務です。 

業務名、仕様書が実際の業務と乖離していますので業務内容を反映させた業務名、仕

様書に変更しました。 

 

 ⑷ 積算金額の算定誤りについて[生活文化局 文化スポーツ部 文化振興課] 

  【指摘事項】 

市契約規則第10条第２項の規定により、予定価格は適正に定めることとなっているこ

とから、その根拠となる積算金額の算出に当たっては正確を期す必要がある。 

しかしながら、静岡市民ギャラリー運営等業務における委託料の積算金額の算出につ

いては、見積結果に影響はなかったものの、消費税及び地方消費税が二重に加算されて

いたため、正しい金額と比べ253,049円過大に積算されていた。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

  積算表を作成するにあたり、人件費に対する地方消費税を含めた小計に消費税を乗ず

る表になっていたことが原因であったため、新たな積算表を作成し対応しました。 

 

 ⑸ 単独随意契約理由の合理性について[生活文化局 文化スポーツ部 生涯学習推進課] 

  【指摘事項】 

   市が契約する委託業務について随意契約による場合は、市契約規則第29条第１項の規

定により、原則として２者以上から見積書を徴取することとなっており、また、金額ご

との見積参加者数については市独自の基準を定めている。 
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   そのため、10万円を超えない契約や特別な理由が無い限り、単独随意契約により業務

を実施することはできないこととなっている。 

   葵区の中山間地に設置されている生涯学習交流館の浄化槽維持管理業務については、

その積算金額からすると３者程度から見積書を徴取する必要があるにもかかわらず、山

間地域の特殊性などを理由に単独随意契約により業務を実施していたが、その業務仕様

書からは、山間地域の特殊性を有する業務とは認められなかった。 

競争を行うことで経費を抑制できる可能性があることや、業者に対する公平性などの

観点から、市契約規則に沿った手続が必要である。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

契約業務が毎年恒例のため、例年どおりに事務をすすめていたことがその原因と考え、

全契約について市契約規則に沿っているか、再度確認をしました。 

指摘を受けた業務の平成24年度契約については、積算金額に基づき３者から見積書を徴

取することとしました。 

 

 ⑹ 随意契約の内容等の公表について[生活文化局 文化スポーツ部 文化財課] 

  【指摘事項】 

地方自治法施行令第167条の２第１項第３号を適用し随意契約（３号随契）をする場合

は、市契約規則第28条の２第２項の規定により、随意契約の内容等を契約締結後、速や

かに公表しなければならないとされている。これは、この適用を濫用すれば業者の発注

に大きな影響を及ぼすことにもなり得ることから、機会均等、透明性及び公平性の確保

に留意し運用しなければならない。 

蒲原城跡草刈業務については、３号随契により契約していたが、契約内容等の公表を

していなかった。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

指摘後速やかに３号随契に伴う契約締結一覧表を作成し、文化財課ホームページ及び

カウンターにて契約締結一覧表の公表を行いました。 

また、契約業務についての認識不足が原因と考えられるので、地方自治法における契

約について課内研修を実施し、再発防止に向けた取り組みを徹底しました。 

 

 ⑺ 普通財産の貸付について[保健福祉子ども局 福祉部 高齢者福祉課] 

  【指摘事項】 

財産の貸付等については、普通財産と行政財産でその取扱いは異なり、普通財産の貸

付を行う場合は、市財産管理規則第37条の規定により、契約の締結が必要となる。 

また、電柱及び支線の設置に係る普通財産の貸付にあたっては、貸付料の算定及び納
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付方法は、特例として市行政財産の目的外使用に係る使用料に関する条例を準用するこ

ととなっており、同法第４条の規定により、使用前にその使用料を納付しなければなら

ないとされている。 

しかし、シルバー人材センター内への電柱及び支線の設置に係る普通財産の貸付につ

いては、契約書の取り交わしをせず、貸付承認書により貸付しており、また、４月１日

からの貸付にもかかわらず、特別な理由も無く納期を６月30日としていた。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

   電柱の設置に係る普通財産の貸付け手続きについて、静岡市財産管理規則第37 条の規

定に基づき、相手方と新たに契約手続きを行いました。また、貸付料の納付期限につき

ましては、静岡市行政財産の目的外使用に係る使用料に関する条例第４条の規定に基づ

き、適切な納付期限を設定することとしました。 

 

 ⑻ 積算金額の算定誤りについて[保健福祉子ども局 子ども青尐年部 子育て支援課] 

  【指摘事項】 

   市契約規則第10条第２項の規定により、予定価格は適正に定めることとなっているこ

とから、その根拠となる積算金額の算出に当たっては正確を期する必要がある。 

しかしながら、児童遊園等遊具等保守点検業務における委託料の積算金額の算出につ

いては、見積結果に影響はなかったものの、計算誤りにより、正しい金額と比べ14,700

円過尐に積算されていた。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

   今後は指摘を受けた業務に関わらず、積算時や決裁時に、担当者以外の職員が積算の

仕方や積算額の記載に誤りがないか確実に確認することとしました。 

 

 ⑼ 行政財産の目的外使用許可事務について[保健福祉子ども局 子ども青尐年部 子育

て支援課] 

  【指摘事項】 

   行政財産の目的外使用に係る使用料については、市行政財産の目的外使用に係る使用

料に関する条例第４条の規定により、使用前にその使用料を納付しなければならないと

されている。 

しかし、豊田児童館ほか８か所に設置された電柱及び支線等については、使用料の請

求手続きが行なわれていなかった。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

指摘の使用料については、請求手続きが遅滞していたもので、直ちに請求手続きを行
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い、平成23年12月までに相手方からの納付を完了しています。 

今後は規定に従い、遅滞なく請求手続きを実施するよう担当職員に周知徹底を図りま

した。 

 

 ⑽ 過年度分及び現年度分歳入調定について[保健福祉子ども局 子ども青尐年部 保育

課] 

  【指摘事項】 

   市会計規則第40条第１項の規定により、出納閉鎖期日までに収入済とならなかった歳

入金があるときは、収入未済金として翌年度に繰り越すこととなっており、同規則同条

第２項の規定により、繰り越された歳入金で、繰り越された年度の末日までに収入済と

ならなかったものは、直ちに翌年度に繰り越すこととなっている。それらの繰り越した

歳入金は、同規則第16条の規定に基づき、直ちに調定し、同規則第20条の規定により、

直ちに会計管理者に調定の通知をしなければならないが、保育所費負担金、保育所使用

料及び雑収（保育所主食代）において、これらの手続きがされていなかった。 

また、現年度分の保育所費負担金、保育所使用料の一部においても、同規則第16条に

規定する調定及び同規則第20条に規定する会計管理者への通知が一部されていなかっ

た。 

このことは平成21年度の第２回定期監査においても指摘事項として報告したものであ

り、その指摘事項に対する措置状況として、会計管理者への通知及び担当職員に対する

指導により事務の適正な処理を徹底した旨の通知を受けている。しかしながら、改善の

措置が執られる前と同じ状況となっていたので、早急に是正すべきである。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

指摘後、直ちに歳入調定及び通知を行いました。 

また、歳入調定もれの対策として、負担金、使用料に関する事務処理スケジュールや処

理内容をマニュアル化し、業務が適切に行われていることを担当職員以外も確認できる

ようにするなど、再発防止に向けた取組みを徹底しました。 

 

 ⑾ 納期を経過した収入未済に対する督促について[保健福祉子ども局 子ども青尐年部

 保育課] 

  【指摘事項】 

   保育所費負担金及び保育所使用料において、納期を経過した収入未済に対し、市税外

収入金に係る督促等に関する条例第２条第１項の規定に基づき、納期限後20日以内に督

促状により期限を指定して督促しなければならないが、督促状の送付が納期限後20日以

降となり、遅延していた。 
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  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

納期限後20日以内に督促状を発送することとしました。 

また、静岡市税外収入金に係る督促等に関する条例第２条第１項の規定を遵守し、納

期限後20日以内に督促状を発送することを課内職員に周知徹底しました。 

 

 ⑿ 過年度分歳入調定について[保健福祉子ども局 子ども青尐年部 児童相談所] 

  【指摘事項】 

   市会計規則第40条第１項の規定により、出納閉鎖期日までに収入済とならなかった歳

入金があるときは、収入未済金として翌年度に繰り越すこととなっており、同規則同条

第２項の規定により、繰り越された歳入金で、繰り越された年度の末日までに収入済と

ならなかったものは、直ちに翌年度に繰り越すこととなっている。それらの繰り越した

歳入金は、同規則第16条の規定に基づき、直ちに調定し、同規則第20条の規定により、

直ちに会計管理者に調定の通知をしなければならないが、児童福祉総務費負担金の一部

において、これらの手続きがされていなかった。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

  指摘後、直ちに歳入の繰越調定処理を行いました。 

過年度分の繰越した歳入金が調定未了となっていた原因として、出納閉鎖期日までに

収入済とならなかった歳入金があるときは、収入未済金として翌年度に繰り越すこと、

それらの繰り越した歳入金は、直ちに調定を行うという市会計規則の認識が希薄であっ

たことがあげられます。 

指摘を受け、児童相談所職員全体に市会計規則の周知を図り、出納閉鎖後、直ちに調

定処理を行うよう徹底しました。 

 

 ⒀ 適正な公金の管理について[経済局 商工部 観光・シティプロモーション課] 

  【指摘事項】 

公金の取扱いについては、市会計規則等の法令に基づく適正な管理が求められる。収

納金は即日又は翌日までに指定金融機関等に払い込むこととされ、また、夜間について

も厳重に保管する必要がある。 

真崎広場（清水区三保）のグラウンドゴルフ広場は、維持管理に係る実費分として利

用料を徴収しており、その利用料は管理事務所内に保管されている。しかし、現地を確

認した際、管理事務所から管理人が離れていたにもかかわらず、管理事務所入口及び現

金の保管庫の施錠がされていなかった。また、夜間についても施錠はされているものの、

無人となる管理事務所にそのまま保管されている状況であった。 

現状では、盗難や紛失など事故が発生する危険性があるため、危機管理の面から早急

に改善が必要である。 
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  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

   現金の厳重な保管について担当職員に徹底させるとともに、管理事務所の窓に鉄格子

を付け、現金保管庫を据付型耐火金庫内に二重管理するなどの防犯対策を講じました。 

 

 ⒁ 計画的な予算執行について[経済局 農林水産部 農地整備課] 

  【指摘事項】 

予算の執行は、年間の事業計画に基づいた執行をすべきであるが、役務費の執行にお

いて、農地の寄付を受ける際の土地贈与契約書に使用する目的で、６月に200枚もの大量

な収入印紙を一度に購入していた。しかし、監査を行った10月末時点では７枚しか使用

されておらず、平成21年度及び平成22年度についても、年間で約70枚程度の使用実績と

なっていた。 

また、金券類の保管は使用予定枚数を把握の上、必要最小限にすべきものであるが、

この収入印紙については、その使用目的から緊急を要するものではなく、常時、大量の

収入印紙をストックしておく必要性も無かった。 

このことから、当該予算執行には計画性がなく、不必要な支出と言わざるを得ないも

のであるので、今後の予算執行については、計画的かつ経済的に行うべきである。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

指摘のとおり、あらかじめ当該年度に必要な所要枚数を見積ったうえで購入すべきで

あり、今後の予算執行においては計画的に行い、必要最小限の執行管理に努めてまいり

ます。 

   また、再発防止策として、担当職員に対する指導を行い、事務の適正な処理を徹底し

ました。 

 

 ⒂ 行政財産の目的外使用許可事務について[経済局 農林水産部 水産漁港課] 

  【指摘事項】 

行政財産の目的外使用に係る使用料については、市行政財産の目的外使用に係る使用

料に関する条例第４条の規定により、使用前にその使用料を納付しなければならないと

されている。 

しかし、駿河区広野五丁目のブロック製作ヤード内への電柱の設置に係る行政財産の

目的外使用については、５月１日からの使用にもかかわらず、特別な理由も無く使用料

の納期を８月30日としていた。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

   行政財産の目的外使用料の納付が前納であるべきところを、使用開始日以降を納付期

限としてしまったことについては、他の漁港施設等占用料の納付期限の設定と混同して
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しまったことがその原因と考え、同様の指摘が生じないよう事務手続きマニュアルを作

成し、職員に徹底するよう改善を図りました。 

 

 ⒃ 積算金額の算定誤りについて[上下水道局 水道部 営業課] 

  【指摘事項】 

市契約規則第10条第２項の規定により、予定価格は適正に定めることとなっているこ

とから、その根拠となる積算金額の算出に当たっては正確を期する必要がある。 

しかしながら、新料金徴収システム調達コンサルティング業務における委託料の積算

金額の算出については、見積結果に影響はなかったものの、時間単価×８時間を一日単

価として算出すべきところ、時間単価に交通費を含めて一日単価を算出したため、正し

い金額と比べ2,089,458円過大に積算されていた。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

   積算金額については、積算者自らが再確認する他、それ以外の職員が内訳（内容）確

認を行うこととなっておりますが、これが十分機能しなかったことが原因と考え、この

内訳（内容）確認を確実に実施するよう職員に徹底しました。 

 

 ⒄ 消耗品代金の支払遅延について[上下水道局 下水道部 下水道建設課] 

  【指摘事項】 

平成22年11月に納品された消耗品（リサイクルペーパー）代金29,378円の支払につい

て、遅滞なく速やかに執行すべきであるが、政府契約の支払遅延防止等に関する法律に

違反して７か月も遅延し、また、未払金として計上することなく会計年度をまたがり、

翌年度の平成23年７月に過年度分の支出として執行していた。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月23日 報告） 

   今回の支払遅延については、当課において業者から受け取っていた「簡易な納品書」

に基づき、納品書・請求書の送付の催促をしなかったこと及び支払完了の確認をしてい

なかったことに加え、支出負担行為伺書の起票時期が、会計規則別表第３に規定する時

期（購入しようとするとき。）に行われていなかったことがその原因と考え、新たに『消

耗品発注支払管理簿』を作成し、発注・納品・請求・支払までを一元的に管理し、請求

の無いものについては当課から催促を行うこととしました。 

また、納品時に正式な納品書がない場合には、その代用として業者から簡易な形式の

納品書類（納品の事実がわかる書類）を受け取り、正式な納品書、請求書が届くまで保

管するようにしました。 

なお、支出負担行為伺書の起票時期については、会計規程にあるとおり、「購入しよう

とするとき」（発注前）に起票するように徹底しました。 
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 ２ 平成23年度第２回定期監査 

 

 ⑴ 行政財産の目的外使用許可事務について[教育委員会事務局 教育部 教育施設課] 

  【指摘事項】 

行政財産の目的外使用に係る使用料については、市行政財産の目的外使用に係る使用

料に関する条例第４条の規定により、使用前にその使用料を納付しなければならないと

されている。 

   しかし、安倍口幼稚園における電柱の支線設置に係る行政財産の目的外使用について

は、６月１日からの使用にもかかわらず、使用開始後の７月に納付されていた。 

また、行政財産目的外使用許可書において、使用料の納期は、納入通知書により指定

するとしているが、実際に発行された納入通知書には納期限を定めていなかった。 

なお、同様の事例が他にも２件見受けられた。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月15日 報告） 

   静岡市行政財産の目的外使用に係る使用料に関する条例の規定内容の認識不足がその

原因と考え、具体的な手順を示した事務マニュアルを作成し、担当内で共有するなど、

再発防止に向けた取組みを徹底しました。 

 

 ⑵ 積算金額の算定誤りについて[教育委員会事務局 教育部 教育施設課] 

  【指摘事項】 

市契約規則第10条第２項の規定により、予定価格は適正に定めることとなっているこ

とから、その根拠となる積算金額の算出に当たっては正確を期す必要がある。 

しかしながら、学校水処理設備保守管理業務その１における委託料の積算金額の算出

については、見積結果に影響はなかったものの、単価の誤りにより、小学校プール浄化

設備（始業・随時含む）において111,000円過尐に積算され、小学校プール浄化設備（終

業・随時含む）において114,000円過大に積算されていた。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月15日 報告） 

   積算表は自動計算となっているが、単価・校数等の入力を担当者が１人で行っている

ことがその原因と考え、同様の指摘が生じないよう複数人での積算チェック体制の実施

を図り、再発防止に向けた取組みを徹底しました。 

 

 ⑶ 契約相手方への請求金額の誤りについて[教育委員会事務局 教育部 学校給食課] 

  【指摘事項】 

   市会計規則第16条の規定により、歳入を収入するに当たっては、収入すべき金額が法

令又は契約等に照らして適正であることを調査し、調定しなければならないとされてい
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る。 

その収入に伴う納入通知書の発行に当たっては、金額等記入事項を十分確認し、誤記

による過誤納等が生ずることのないよう注意すべきである。 

学校給食施設廃油引取業務の11月分廃油売払代金について、正しくは、21,250円であ

るが、誤って27,550円で調定して納入通知書を発行したため、契約相手方へ過大な代金

を請求し、収入していた。 

 

 【措置の状況】（平成24年５月15日 報告） 

   請求金額の誤りにより過納となった差額については、速やかに返納しました。 

本件の誤りについては、収入事務の決裁における確認が希薄であったことがその原因

と考え、同様の誤りが生じないよう、納入通知書と受払表の内容照合を徹底するよう点

検体制の強化を図りました。 

 

 ⑷ 単独随意契約理由の合理性について[教育委員会事務局 教育部 学校給食課] 

  【指摘事項】 

  ア 庵原学校給食センター合併浄化槽保守管理業務 

    市が契約する委託業務について随意契約による場合は、市契約規則第29条第１項の

規定により原則として２者以上から見積書を徴取することとなっており、また、金額

ごとの見積参加者数については市独自の基準を定めている。 

    そのため、10万円を超えない契約や特別な理由が無い限り、単独随意契約により業

務を実施することはできないこととなっている。 

当該業務については、その積算金額からすると３者程度から見積書を徴取する必要

があるにもかかわらず、長年、当該施設の保守点検業務を行っており、知識、経験を

有する業者が最も妥当であるということを理由に単独随意契約により業務を実施して

いたが、当該業務の内容は、他の業者であっても受託可能な業務であることから、そ

の単独随意契約理由には、合理性が認められなかった。 

競争を行うことで経費を抑制できる可能性があることや、業者に対する公平性など

の観点から、市契約規則に沿った手続きが必要である。 

イ 由比学校給食センター汚水処理施設管理運転業務  

アと同様に、当該業務については、その積算金額からすると３者程度から見積書を

徴取する必要があるにもかかわらず、合併前の由比町の時から施設の維持管理を請け

負っている業者が最も妥当であるということを理由に単独随意契約により業務を実施

していたが、当該業務の内容は、他の業者であっても受託可能な業務であることから、

その単独随意契約理由には、合理性が認められなかった。 

    競争を行うことで経費を抑制できる可能性があることや、業者に対する公平性など

の観点から、市契約規則に沿った手続きが必要である。 
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 【措置の状況】（平成24年５月15日 報告） 

   ア及びイ共に業務内容の再確認及び履行可能業者の調査を実施し、平成24年度は、市

契約規則に基づき複数の業者による見積執行を行いました。 

 

 ⑸ 郵便切手の管理について[教育委員会事務局 教育部 静岡市立商業高等学校] 

  【指摘事項】 

公金の取扱いについては、市会計規則等の法令に基づく適正な管理に努めなくてはな

らない。郵便切手等の金券類においても公金と同様に適正な管理が求められるところで

ある。また、市公文書管理規程第５条、第26条により、切手、はがき等については、厳

重に保管し、郵便切手等受払簿にてその受払いの状況を明らかにしておかなければなら

ないとされている。 

事務室での郵便切手の管理において、月締めで所属長が残数確認の記名押印をしてい

るにもかかわらず、郵便切手等受払簿の記載残数に対して、保有枚数が一致せず、100

円切手３枚、20円切手10枚が不足していた。 

 

  【措置の状況】（平成24年５月15日 報告） 

  郵便切手と郵便切手等受払簿の突合が不十分であったため、記帳漏れを把握出来ず切

手の不足を生じてしまいました。 

従来の切手の管理は、使用者が払出票（単票）に記入し事務担当者が確認をして払出

しを行い、事務担当者がその単票をもとに郵便切手等受払簿に記帳していました。 

今回の不足が生じた原因は、事務担当者が払出票（単票）を適切に保管していなかっ

たため紛失してしまい郵便切手等受払簿への転帳漏れが生じたと考えられます。 

このため、紛失のおそれがある払出票（単票）の使用は廃止し、切手の払出の際はそ

の都度、簿冊形式の郵便切手等受払簿に記入するように改めました。 

 

 

                           

 

 

静岡市監査公表第４号 

地方自治法第252条の38第６項の規定により、静岡市長から措置を講じた旨の通知があった

ので、これを公表する。 

平成24年５月31日 

静岡市監査委員  海 野   洋 

同     杉 原 賢 一 

同     牧 田 博 之 



号  外          静 岡 市 報        平成24年５月31日 

 

 

  
13 

 

  

同     水 野 敏 夫 

 

記 

 

１ 平成23年度包括外部監査 

 

 ⑴ 経営に係る事業の管理 

  《施設管理》 

ア 管路の老朽化対策（水道部）について[水道総務課、水道管路課] 

【指摘事項】 

現時点において、アセットマネジメント手法による資産管理を一部実施しているよう

であるが、その運用・手法については確立されていない。 

管路の更新には、多額の財源と中長期的な対策が必要となることから、尐しでも早い

時点で、アセットマネジメントを全面的に導入し、資産管理に努めていくことが必要で

ある。また、その過程において、更新費用の総額を見積もり、全体の規模感を押さえた

うえで、長期的に投資額を平準化することについても、検討しておく必要がある。 

 

【措置の状況】（平成24年度から実施に向けて検討を開始） 

現在、老朽化対策として経年管の布設替えや漏水調査を実施し、管路の更新・維持管

理をしておりますが、現状では法定耐用年数を超える経年管路の残存率は上昇する傾向

にあります。そのため、計画的・効率的な水道施設の維持管理・運営を推進する必要性

から、静岡市水道事業基本計画においてアセットマネジメント手法の導入を掲げており、

現在、管路データの整備を実施中であります。 

管路の更新には多額の財源が必要であり、長期的な投資額の平準化を図るためアセッ

トマネジメント計画を策定し、基本計画に反映させ実施してまいります。（水道総務課） 

  

事業課である当課としては、今後策定されるアセットマネジメント計画に基づいて、

老朽化対策を実施してまいります。（水道管路課） 

   

イ 水道施設の耐震化（水道部）について[水道総務課、水道管路課、水道施設課] 

【指摘事項】 

平成22年度末現在、配水池の耐震化率については計画そのものがない。 

東海地震を想定すると、早期に耐震化率100％を達成することが望ましい。 

耐震化率の目標数値を設定した中長期的な耐震化計画を策定し、市民に対して公表す

ることが必要である。 
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【措置の状況】（平成24年度から実施に向けて検討を開始） 

現行の静岡市水道事業基本計画では、平成26年度末における目標数値を配水池耐震施

設率が36％、管路耐震化率が20％と定めており、この達成に向けて事業を推進している

ところであります。 

老朽化対策と耐震化対策とは密接不可分なことから、アセットマネジメント計画策定

の中に耐震化計画を位置づけ、市民に対しても公表していきたいと考えております。（水

道総務課） 

 

現在、第２次静岡市水道事業基本計画における管路耐震化率の数値目標は、目標

年度の平成 26年度末に 20％と定めておりますので、この達成に向けて事業を推進し

ているところです。 

管路の耐震化につきましては、平成２年には旧清水市において、また、旧静岡市

においては平成７年から口径 300㎜以下について、従来のダクタイル鋳鉄Ａ形継手

管から伸縮性及び可とう性があり、地震時の地盤変動にある程度順応できるとされ

ていたＫ形継手管に変更して事業を実施してまいりました。しかしながら、平成 17

年に制定された水道事業ガイドラインにおいて、Ｋ形継手管は耐震管として位置付

けられなかったことにより、耐震化率には反映されておりません。 

このため、平成 18 年度以降は老朽管の布設替えを含む全ての管路に耐震継ぎ手管

を使用するなど、耐震化を進めております。 

今後は、策定されるアセットマネジメント計画に基づき、管路等の耐震化を実施して

まいります。（水道管路課） 

 

現行の静岡市水道事業基本計画における配水池耐震施設率の数値目標は、目標年度の

平成26年度末に36％と定めており、この達成に向けて施策を順次進めているところです。 

現在、拠点施設の管理棟など一部の耐震化は終了しておりますが、今後は、策定され

るアセットマネジメント計画に基づき、配水池を含めた水道施設の耐震化を実施してま

いります。（水道施設課） 

 

 ウ 鉛製給水管の布設替え（水道部）について[水道総務課、水道管路課] 

【指摘事項①】 

早期に鉛製給水管をゼロにすることを目指し、更新計画とその達成状況を市民に公表

する必要がある。 

中期経営計画において、鉛製給水管の布設替えを市民の安心・安全対策としてとらえ

るべきである。 

 

【措置の状況】 
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現在当市では、厚生労働省による水道ビジョン等を受けて、現状に即した計画を策定

し、実施しております。 

給水管は個人財産であり、個人所有の敷地内での作業となることから、所有者の了解

をとりつつ作業を実施しなければならないため、取替可能件数には限りがある状況であ

ります。このため、今後は、単独事業と併せ他事業との同調施工を積極的に行うことで、

期間の短縮に努めてまいります。 

また、これまで給水管の漏水修繕において、鉛製給水管が高い割合を占めるため、現

在の中期経営計画では、「漏水防止対策」として位置付けておりますが、平成27年３月策

定予定の次期中期経営計画においては、「安心・安全対策」としての位置付けについても

検討してまいります。 

なお、更新計画及びその達成状況については、平成24年度中に公表してまいります。

（水道総務課、水道管路課） 

 

【指摘事項②】 

鉛製給水管について、早急に情報を公開し、市民に説明責任を果たす必要がある。 

 

【措置の状況】（平成24年５月末実施予定） 

水道管路課において、平成21年度まで市のホームページに掲載していた鉛製給水管に

関する情報について、再掲することとします。（水道管路課） 

 

 エ 下水道施設の老朽化対策（下水道部）について[下水道総務課、下水道計画課] 

【指摘事項①】 

静岡市では、アセットマネジメント手法による事業計画に取り組み、実践してはいる

ものの、計画の内容はけっして十分なものとは言えない。この計画は、老朽化施設のす

べてを対象としたものではないため、事業量やコストなど、全体の規模感が把握できな

いのである。 

そこで、まずは現状の計画を、管きょを含め、老朽化が進むすべての施設を対象とし

たものに改め、そのうえで、更新費用の総額を見積もり、事業量と投資額の平準化に取

り組んでいくことが必要である。 

 

【措置の状況】 

本市のアセットマネジメント手法による事業計画は、平成21年度に浄化センターやポ

ンプ場の事業計画を優先的に策定しました。平成25、26年度に効果の検証を行った上で、

平成27年度以降の事業計画の見直しを行う予定です。 

管きょの事業計画については、布設後50年以上の管きょを対象に、平成24年度より事

業量や投資額を調査していきます。また、平成25年度稼働予定の下水道台帳システムを
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活用し事業計画を策定し、平準化に取り組んでいきます。（下水道計画課） 

 

【指摘事項②】 

老朽化対策のコストが非常に多額となるため、将来的には、下水道使用料を値上げし

て利用者に負担を求めるか、あるいは一般会計から財源を投入しないと、現状の施設を

維持できなくなってしまうということも十分に考えられるため、将来に備えた長期的な

資金対策を十分に検討し、実施していくことが必要である。アセットマネジメント手法

による事業量と投資額の平準化のみならず、下水道事業での黒字分を内部留保として長

期的に積み立てるなど、内部留保を手厚くし、独立採算を原則とする公営企業として、

財務体質を強化することについても検討する必要がある。 

また、下水道施設の老朽化対策の重要性や費用の必要性について、市民の理解を深め

ることも重要なことである。これらの取り組みについては、積極的に情報公開を行って

いくことが必要である。 

 

【措置の状況】 

既存施設・設備機器の老朽化に伴い、耐用年数超過による改築・更新需要が今後、急

速に高まることが予想されることから、老朽化対策は下水道事業経営の重要課題として

認識しており、現在、施設の延命化などの対策に取り組んでいます。 

この老朽化対策のほか、防災機能強化のための地震対策、浸水対策、水質保全のため

の公共下水道（汚水）の整備、合流式下水道の改善など建設需要は多岐に亘ることから、

限られた予算の中で着実に老朽化対策を進めるとともに、下水道の利用を積極的に推進

することによる使用料の増加や維持管理費の縮減などにより生じる利益を内部留保とす

ることで財務体質強化にも努めていきます。 

また、下水道を正しく理解してもらうため、各種イベント等を通じた啓発活動や小学

校等における下水道教育の拡充を図り、正しい利用を呼びかけることで利用者目線から

の老朽化対策にも努めてまいります。（下水道総務課） 

 

 オ 下水道施設の耐震化（下水道部）について[下水道計画課] 

【指摘事項】 

東海地震を想定している静岡市が、今後10年たっても、耐震化率100％を達成できない

というのでは、耐震化への取り組みが遅いと言わざるを得ない。 

また、管きょについては、いつの時点で耐震化率100％を達成できるのかも未定である。

まずは、耐震化率100％を目標とする計画を策定することが必要である。 

また、耐震化の遅れは、市民生活に与える影響も大きいため、市民に対する説明責任

として、耐震化計画を公表する必要がある。 

地震の発生確率、発生時の市民への影響を考えると、出来るだけ、早期に耐震化率10
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0％を達成する計画が望ましいのは言うまでもない。 

 

【措置の状況】 

平成22年度末の管きょ全体の耐震化率は32.4％です。 

地震対策については、管きょのみならず、浄化センターやポンプ場でも取り組む必要

があり、これらとの調整を図りながら「地震対策計画」の見直しを平成23年度より進め

ており、管きょについては、重要な管きょの耐震化計画を平成24年度中に策定する予定

で、できるだけ早期に耐震化が進むよう努めていきます。 

また、耐震化計画については「静岡市上下水道事業経営懇話会」に諮るとともに、市

民へのご理解をいただけるように局広報などを用い、公表していきます。 

 

 《事業計画》 

 カ 汚水処理の推進（下水道部）について[下水道計画課] 

【指摘事項】 

将来的に赤字が見込まれている新たな事業を展開すれば、当然、さらなるコスト負担

が必要となる。資金不足となれば、下水道料金を値上げし、利用者に追加負担を求める

か、一般会計から財源を投入する必要性も高くなる。 

尐なくとも、新規に事業を実施する場合は、市民に対し、設備投資の経済性や事業収

支の見通しなど、具体的な財務データを示して、詳細な説明を行い、下水利用者の理解

を得るよう努める必要がある。 

 

【措置の状況】 

新規に事業を実施する場合は、事業収支や事業経営への影響などを検討し、「静岡市上

下水道事業経営懇話会」に付議しご意見をいただきます。 

また、パブリックコメントを実施するなど下水道利用者の理解を求めていきます。 

 

《人事管理》 

キ 技術職の人材育成強化の必要性（水道部および下水道部共通）について[水道総務課、

下水道総務課] 

【指摘事項】 

「第２次水道中期計画」及び「第２次下水道中期計画」の人材育成の取り組みについ

ては、公務員全体にいわれている課題を掲載しているが、市民に公表する計画として人

材育成に関する現状を具体的なデータ（技術職員の年齢、経験年数、保有している技術・

経験・ノウハウなど）をもとに分析し、導き出された課題とその対応策を今後の中期経

営計画に具体的に示す必要がある。 
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【措置の状況】（平成27年３月次期中期経営計画策定時実施予定） 

上下水道局職員として必要な技術については、各種研修や日々の業務を実施する中で

職員間の伝承を図っておりますが、水道事業を一層円滑に運営していくため、上下水道

局ＯＢ職員を活用していくなど技術の継承のために適切な手法をさらに検討してまいり

ます。 

なお、上下水道局職員の人材育成は、市長部局人事課と連携して実施しております。（水

道総務課、下水道総務課） 

 

《財務分析》 

ク 自己資本造成費（水道部）について[水道総務課] 

【指摘事項】 

自己資本造成費に係る正しい会計処理は、一旦、利益処分において任意積立金として

積み立てておくか、あるいは、減債積立金の積み増しとして処理し、翌期に自己資本金

への組み入れ処理をするかのどちらかにより処理すべきである。 

 

【措置の状況】 

施設の拡充・更新、耐震対策、増加する経年管の布設替えなど、今後の水道事業にお

いては多額の経費が必要となり、この財源確保が課題となっております。 

自己資本造成費は、内部留保資金（財源）の一部を補完するものとして導入したもの

です。 

今回、包括外部監査の指摘が平成23年度末であったことから、当該年度の対応はかな

わなかったものの、平成24年度予算への対応を図り、今回の指摘に沿った会計処理を行

います。 

 

 ⑵ 財務事務の執行 

《徴収事務》 

ケ 水道料金及び下水道使用料の債権管理の強化（水道部）について[営業課] 

【指摘事項】 

水道料金及び下水道使用料に係る滞納債権圧縮目的を達成するためには、まずは長期

滞納者の財産状況等を十分に分析し、識別し、結果として納付意識が欠如している滞納

者であるかどうかといった性質の類型化をする必要がある。 

 

【措置の状況】 

滞納整理については、催告文書のほか、水道法の規定に基づく給水停止措置が一

定の効果をあげているところではありますが、今後は、長期滞納者の類型化を図る

ための実態把握を行うよう、具体的な事務手続きを検討してまいります。 
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さらに、平成24年度には、他都市の債権管理に係る方法の調査を行い、その結果をも

って債権管理の基準を検討し、平成25年度の運用開始を目指してまいりたいと考えてお

ります。 

 

コ 下水道受益者負担金の債権管理の強化（下水道部）について[下水道総務課] 

【指摘事項①】 

下水道事業受益者負担金に係る滞納債権圧縮目的を達成するためには、水道料金及び

下水道使用料と同様に長期滞納者が納付意識の欠如による滞納者であるかどうかといっ

た性質の類型化をする必要がある。 

 

【措置の状況】（平成25年度中実施予定） 

滞納者に対しては、督促状等による催告のほか、電話催告や臨戸訪問による折衝を行

い台帳に記載してまいりましたが、今後は、長期滞納者の性質類型化を図るとともに、

平成25年度に予定している受益者負担金管理システムの更新に併せ、類型化情報のデー

タ化についても検討してまいります。 

 

【指摘事項②】 

「事務処理マニュアル」を改訂し、長期滞納者の所在調査及び財産調査に関する意義

や手法を具体的に定める必要がある。 

 

【措置の状況】（平成24年度中実施予定） 

長期滞納者の所在調査及び財産調査に関する事項につきまして、事務処理マニュアル

を改訂し、調査の意義及び具体的な事務手続きを記載いたします。 

 

《引当金》 

サ 退職給与引当金（水道部及び下水道部共通）について[水道総務課、下水道総務課] 

【指摘事項】 

「発生主義の原則」にしたがって退職給与引当金を計上し、期間損益計算の適正化に

よる経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に努めなければならない。 

地方公営企業会計の目的を達成するため、退職給与引当金に関する適正な基準を定め、

その基準に基づいて計上する必要がある。 

 

【措置の状況】 

今後適用される新会計制度においては、適切な退職給与引当金の計上が義務付けされ

ることから、今後の国の説明や他都市の実施方法等を参考にしながら新会計制度が適用

される平成26年度予算編成時までに一般会計との負担区分、引当額及び引当期間等につ
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いて検討してまいります。（水道総務課、下水道総務課） 

 

シ 修繕引当金（水道部及び下水道部共通）について[水道総務課、下水道総務課] 

【指摘事項】 

引当金の要件を満たした場合には、「発生主義の原則」にしたがって修繕引当金を計上

し、期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に努めな

ければならない。 

地方公営企業法第20条第１項で定められている「発生主義の原則」にしたがって引当

金を計上し、期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示

という目的を達成するためには、具体的な修繕計画を策定したうえで、合理的に見積っ

た修繕費をもとに修繕引当金を計上する必要がある。 

 

【措置の状況】 

今後適用される新会計制度においては、合理的かつ具体的な修繕計画が策定でき、引

当金の計上要件を満たした場合には、適切な修繕引当金を計上する必要があります。こ

のため、今後の国の説明や他都市の実施方法等を参考にしながら新会計制度が適用され

る平成26年度予算編成時までに現状を検証し対応を検討いたします。（水道総務課、下水

道総務課） 

 

ス 貸倒引当金（水道部及び下水道部共通）について[水道総務課、下水道総務課] 

【指摘事項】 

地方公営企業法第20条第１項に定められている「発生主義の原則」の考え方を適用し、

期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示に努めなけれ

ばならない。「発生主義の原則」に立てば、当然、引当金の計上要件を満たした貸倒引当

金を計上し、回収見込のある債権のみを資産に計上する必要がある。 

期間損益計算の適正化による経営成績の適正表示及び財政状態の適正表示という地方

公営企業会計の目的を達成するため、貸倒引当金に関する適正な計上基準を定めて、そ

の基準に基づいて計上する必要がある。 

 

【措置の状況】 

これまで、行政実例（昭和40年10月13日 自治企第158号 宮崎県知事あて、公営企業課

長回答）において、「地方公営企業法施行規則別表第１号に掲げられているもの（退職給

与引当金・修繕引当金）以外の引当金を設けることができない。」とされていることを受

け、貸倒引当金については計上しておりませんでした。 

しかし、今後適用される新会計制度においては、引当金の計上要件を満たした場合に

は引当金を計上する必要がありますので、今後の国の説明や他都市の実施方法等を参考



号  外          静 岡 市 報        平成24年５月31日 

 

 

  
21 

 

  

にしながら新会計制度が適用される平成26年度予算編成時までに貸倒引当金の計上基準

や引当額等について検討してまいります。（水道総務課、下水道総務課） 

 

《固定資産》 

セ 休止固定資産（下水道部）について[下水道施設課] 

【指摘事項】 

財政状態の適正表示が求められている地方公営企業会計でも、休止固定資産の２つの

要件を満たさない遊休固定資産の資産計上は認められない。このような遊休固定資産は、

原則、有姿除却というかたちで、廃棄処理を行う必要がある。 

 

【措置の状況】（平成24年度中実施予定） 

現在の地方公営企業会計上、休止固定資産に関する会計処理については、明確に定め

られていないが、指摘のあった高松、城北各浄化センター及び築地ポンプ場の建物、構

築物等については平成23年度中に不用決定がなされたため有姿除却を行いました。 

今後については、民間企業で採用されている「休止固定資産の会計処理及び表示と監

査上の取り扱い（監査第二委員会報告第２号）」及び、「休止固定資産の会計処理及び表

示と監査上の取り扱い（監査第二委員会報告第２号）の廃止について」に示されている

指針に則して、適切に対応を図ってまいります。 

 

ソ 効率的な固定資産の実地照合（水道部及び下水道部共通）について[水道施設課] 

【指摘事項】 

実地照合を行ったところ、識別シールが貼付されていない資産が１点発見された。 

屋外にある資産や結露をおこす資産等、識別シールを貼付することが適当でないもの

については、写真台帳等を作成して、資産と固定資産台帳データの照合を行えばよい。 

 

【措置の状況】（平成24年度中実施予定） 

指摘事項に記載のある識別シールを貼付することが適当でない資産につきましては、

写真台帳等を作成し資産と固定資産台帳データの照合を行ないます。 

 

《棚卸資産》 

タ 試薬等の管理（水道部）について[水質管理課] 

【指摘事項】 

試薬等の管理において、手順書遵守の意識を高めるための教育・指導する必要がある。 

現物検査を試薬等管理責任者の他第三者の立会を検討する必要がある。 

 

【措置の状況】 
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現物検査実施の際には、検査に直接関係しない品質管理補助者を立会者にあてること

とし、品質管理マニュアルの改正を平成24年４月１日付けで行いました。 

また、検査担当者に手順書等をあらためて周知し、これを遵守するよう教育訓練を実

施しました。 

今後も継続して検査担当者への教育訓練を実施してまいります。 

 

《工事請負契約及び建設関連業務の委託契約》 

チ 過年度包括外部監査における指摘事項等の措置状況[水道部及び下水道部共通]につ

いて[契約課、水道管路課] 

【指摘事項】 

27点の指摘事項等の「措置の状況」を確認した結果、５点については改善が確認でき

なかった。静岡市報に掲載し、市民あてに公表していることから考えても大きな問題で

ある。 

今後の対応としては、静岡市として改善の是非について改めて議論した上で、再度「再

措置の状況」として公表するべきである。「再措置の状況」については、改善完了期日を

明確にする必要がある。 

 

① 指名競争入札における競争性と一般競争入札の導入について[契約課] 

委託業務での一般競争入札の採用の可能性を検討していくとしているが、ほぼ 

100％が指名競争入札であった。なお、採用を進めるための「試行要綱」を制定する

など具体的な行動がとられているので、平成23年度以降の数値的な改善成果を期待

したい。 

 

【措置の状況】 

静岡市建設業関連業務に係る制限付一般競争入札試行要綱を平成23年４月１日に施行

し、平成23年度には一般競争入札を24件実施しました。 

平成24年度は、発注件数の２割程度を目標に一般競争入札を実施していく予定です。 

 

② 公表が義務付けられている事項について[契約課] 

総合評価一般競争入札を行った理由を要綱に規定するとしているが、監査時点で

は規定されていなかった。 

 

【措置の状況】 

静岡市における建設工事の請負契約等に係る入札情報等の公開に関する要綱に、入札

等の執行前に公表する情報として、総合評価一般競争入札を執行する理由を加え、平成 

24年４月１日に施行しました。 
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③ 入札及び契約の過程に関する苦情の処理に関する事項について[契約課] 

総合評価方式及び指名停止措置における苦情処理に関する制度について、要綱に

規定するとしているが、要綱の改正は行われていなかった。 

 

【措置の状況】 

静岡市建設工事請負契約等における入札及び契約の過程並びに工事成績の評定並びに

入札参加資格停止等の措置に関する苦情処理要綱第２条に、一般競争入札参加資格等に

対する苦情を請求できる者として、総合評価一般競争入札において落札者とならなかっ

た者を加えるとともに、入札参加資格停止等の措置に対する苦情の項目を新たに設け、

平成24年４月１日に施行しました。 

※ 平成24年４月１日に工事請負契約等に係る指名停止等措置要綱を廃止し、入札参加

資格停止等措置要綱を制定したことから、「指名停止措置」を「入札参加資格停止措置」

に名称を変更しています。 

 

④ 工事の施工体制のチェックに関することについて[契約課] 

請負代金2,500万円未満の工事に係る施工体制の点検に関し、規定の見直し、運用

の改善を図る予定としているが、「静岡市建設工事施工体制点検要領」の改正はなか

った。 

 

【措置の状況】 

請負代金2,500万円（建築一式工事にあっては、5,000万円）未満の建設工事に係る施

工体制の点検事項について、静岡市建設工事施工体制点検要領第７項運用基準を新たに

制定し、平成24年４月１日に施行しました。 

 

⑤ 一般競争入札の高い落札率について[水道管路課] 

平成19年度の包括外部監査において、管工事における一般競争入札の落札率が他

の部に比べて高いことから「なぜ一般競争入札の落札率が他の部に比べて高いのか、

現在の高い落札率が妥当な水準と判断して良いか等について、積極的に調査・分析

を行うことが必要である。」と指摘があり、改善措置として「調査・分析を行い公表

する。」としているが、それを確認することができなかった。 

 

【措置の状況】（平成24年度中実施予定） 

市全体の建設工事に係る入札結果について調査・分析を行い公表いたします。 

なお、水道工事に関しては、厚生労働省による基準で設計をしており、国土交通省に

よる基準で設計をしている同様の工種と比較すると、経費率が低く設定されていること

から、企業努力を反映できる余地が尐なくなると考えられます。 
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この結果、一般論としては落札率が高どまりしやすい傾向であると思われます。 


